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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

 
（注） １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

    ２ 第102期中及び第104期中の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

    ３ 純資産額の算定にあたり、平成18年9月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号）を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第102期中 第103期中 第104期中 第102期 第103期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 8,799 12,110 12,480 21,526 25,245

経常利益 (百万円) 163 500 487 579 1,182

中間(当期)純利益 (百万円) 111 110 234 348 524

純資産額 (百万円) 23,983 26,333 26,856 24,685 26,910

総資産額 (百万円) 64,432 72,175 68,118 68,200 69,318

１株当たり純資産額 (円) 744.29 786.28 802.39 766.40 803.62

１株当たり中間(当期) 
純利益

(円) 3.47 3.36 6.99 10.81 15.79

潜在株式調整後 
１株当たり中間(当期) 
純利益

(円) ― 3.31 ― 10.80 15.68

自己資本比率 (％) 37.22 36.48 39.43 36.19 38.82

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 941 817 1,520 3,477 1,681

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,309 △3,101 △956 △4,296 △5,711

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,819 3,380 △1,041 1,543 1,816

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(百万円) 5,419 7,790 4,003 6,693 4,480

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
772
(131)

782
(158)

816
(173)

766
(139)

780
(157)



(2) 提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

 
（注） １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

    ２ 第102期中及び第104期中の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

    ３ 純資産額の算定にあたり、平成18年9月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号）を適用しております。 

    ４ 第103期の１株当たり配当額８円には、記念配当３円を含んでおります。 

  

回次 第102期中 第103期中 第104期中 第102期 第103期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 6,647 8,099 8,245 14,489 16,832

経常利益 (百万円) 185 391 444 423 950

中間(当期)純利益 (百万円) 135 84 272 225 301

資本金 (百万円) 4,949 4,949 4,949 4,949 4,949

発行済株式総数 (株) 33,606,132 33,606,132 33,606,132 33,606,132 33,606,132

純資産額 (百万円) 25,070 27,241 27,609 25,620 27,623

総資産額 (百万円) 62,023 70,169 66,266 66,118 67,099

１株当たり純資産額 (円) 778.03 813.40 824.90 795.41 824.92

１株当たり中間(当期) 
純利益

(円) 4.20 2.56 8.15 7.00 9.07

潜在株式調整後 
１株当たり中間(当期) 
純利益

(円) ― 2.52 ― 6.99 9.01

１株当たり配当額 (円) ― ― 3.00 5.00 8.00

自己資本比率 (％) 40.42 38.82 41.66 38.74 41.17

従業員数 (名) 393 389 398 390 391



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重

要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 事業の種類別セグメントにおける従業員数 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出

向者を含む就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員(１日８時間換算)であります。 

３ 臨時従業員には、季節工、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いています。 

４ 全社(共通)は、総務及び経理等の管理部門の従業員であります。 

  

(2) 提出会社の従業員の状況 

  

 
(注) １ 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。 

２ 臨時従業員の総数が従業員数の100分の10未満であるため、記載を省略しております。 

  

(3) 労働組合の状況 

当中間連結会計期間において、労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

輸送用機器関連事業
359
(7)

不動産賃貸事業
83
(99)

ホテル・スポーツ・レジャー事業
151
(40)

物販事業
119
(13)

その他事業
44
(13)

全社(共通)
60
(1)

合計
816
(173)

従業員数(名) 398



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善、設備投資の増加など景気が引き続き

拡大基調を辿る一方で、原油価格の高騰、アメリカのサブプライムローン問題に端を発した株価下落

やその実体経済への影響など、先行きに対する不安材料を含んで推移いたしました。 

このような状況下、当社グループでは、「2005年中期経営計画」の最終年度を迎え、その目標達成

に向け「製造、不動産、サービス」の三部門を事業の柱としてグループ一丸となって収益改善に取り

組んでまいりました。 

まず、製造部門である輸送用機器関連事業では、生産改革によるコスト削減と既存製品の販売拡大

に努める一方、非接触型給電システムや各種電動車両など、新規分野への研究開発を進めてまいりま

した。 

不動産賃貸事業では、引き続き社有地の開発を進める一方、既存賃貸施設への集客力向上や賃貸料

収入の増加に努めてまいりました。 

また、サービス事業では、各種イベントの開催や情報誌の継続的な発刊など、グループ会社と共同

で昭和の森全体への集客力の向上に努めてまいりました。 

これらの結果、当中間連結会計期間における連結売上高は、不動産賃貸事業における昨年竣工した

大型商業賃貸施設、賃貸ビル等の賃貸収入が寄与したことから124億80百万円（前年同期比3.1%増）

となりました。 

連結中間損益面につきましては、不動産部門の収益が好調なことを主因に営業利益は７億98百万円

（前年同期比5.7%増）、経常利益は４億87百万円（前年同期比2.6%減）となり、中間純利益は２億34

百万円（前年同期比110.9%増）となりました。 

[輸送用機器関連事業] 

特装車部門では、給油車では２０ＫＬ給油車の大口ユーザーから受注があり売上が増加しました。

タンクローリーも大口ユーザーから多くの受注を獲得したものの、販売が下半期にずれこんだことか

らこの部門の売上げは前年同期比減少いたしました。 

航空機・防衛関連部門においては、防衛省向け給油車やシェルターの売上が増加し、航空機の機装

品等の各製品も堅調に推移したものの、エアライン向けカートや空港関連機材の売上は低調に推移し

ました。 

マテリアル部門では、航空機用のＳＡＨ（アラミッドハニカム）やアルミパネル、複合材等の各製

品が堅調に推移したものの、主力である二輪車用排ガス触媒用ＳＢＨ（ブレージングハニカム）が伸

び悩みました。 

これらの結果、この事業分野の売上高は43億16百万円と前年同期比85百万円、1.9％の減収となり

ました。また、営業損益は5億72百万円の損失（前年同期5億52百万円の損失）となりました。 



[不動産賃貸事業] 

主要施設であるショッピングセンターは、近隣にオープンした大型商業施設による売上への影響が

懸念されましたが、昨年当社でオープンした大型専門店棟による増収効果や、運営を行っている昭和

の森綜合サービス㈱の積極的なイベント企画による集客効果等により、ほぼ堅調に推移いたしまし

た。また、昨年に竣工した賃貸用大型業務ビルや住宅機器関連会社向け事務所兼ショールームなど

も、賃貸料収入の増加に寄与いたしました。 

これらの結果、この事業分野の売上高は34億89百万円と前年同期比2億9百万円、6.4％の増収とな

り、営業利益は14億34百万円と前年同期比23百万円、1.7％の増益となりました。 

[ホテル・スポーツ・レジャー事業] 

ホテル部門では、立川や八王子など近隣のホテルとの競争が厳しい中、宴会場の改装や積極的な営

業を展開し、売上の増加に努めてまいりました。また、スポーツ・レジャー部門は、猛暑の影響を懸

念しましたが、テニスセンターでの大型大会の誘致やゴルフコースでの練習場の改修後の広告宣伝活

動等により、来場者数が堅調に推移いたしました。 

これらの結果、この事業分野の売上高は24億66百万円と前年同期同額、営業利益は7百万円と前年

同期比12百万円の増益となりました。 

[物販事業] 

サウナや暖炉の輸入販売、福祉・介護商品の販売等を展開する㈱メトスが主力のサウナ事業や入浴

装置に対する積極的な受注活動の結果、改修・新規工事とも増加いたしました。また、大型自動二輪

のメガディーラーであるハーレーダビッドソン昭和の森㈱は試乗会やイベントの開催など積極的な営

業活動により、大型自動二輪車の販売台数が増加するとともに、定期点検整備収入等も順調に増加い

たしました。 

この事業分野の売上高は20億28百万円と前年同期比2億35百万円、13.1％の増収となりましたが、

営業損益は36百万円の損失（前年同期32百万円の損失）となりました。 

[その他事業] 

その他事業といたしましては、当社グループでは、保険代理店、生活及び福祉関連機器分野におけ

るケア用品の販売、介護用品のレンタル等も行っております。 

この事業分野の売上高は1億79百万円と前年同期比11百万円、6.9％の増収となり、営業損益は35百

万円の損失（前年同期66百万円の損失）となりました。 



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物は40億3百万円と、前年同期比37億

86百万円、48.6％の減少となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動による資金収支は、税金等調整前中間純利益が4億69百万円と前年同期比1億91百万円、

68.8％の増収に加え、売上債権の減少や減価償却費等により合計で15億20百万円の資金収入（前年同

期8億17百万円の収入）となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動による資金収支は、有形固定資産及び投資有価証券の取得により9億56百万円の資金支出

（前年同期31億1百万円の支出）となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動による資金収支は、短期借入金及び長期借入金の返済により、10億41百万円の資金支出

（前年同期33億80百万円の収入）となりました。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

  

 
(注) １ 上記の金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 不動産賃貸事業、ホテル・スポーツ・レジャー事業、物販事業、その他事業においては、生産高はありませ

ん。 

４ 輸送用機器関連事業については、当社のみ生産を行なっており、生産高は当社のみの金額であります。 

  

(2) 受注実績 

当中間連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 不動産賃貸事業、ホテル・スポーツ・レジャー事業、物販事業、その他事業においては、受注高及び受注残

高はありません。 

３ 輸送用機器関連事業については、当社のみ受注生産を行なっており、受注高及び受注残高は当社のみの金額

であります。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円)
前年同期比増減(△)

(％)

輸送用機器関連事業 4,368 △10.7

合計 4,368 △10.7

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円)
前年同期比増減

(△)(％)
受注残高(百万円)

前年同期比増減 
(△)(％)

輸送用機器関連事業 4,337 △11.1 2,830 △11.7

合計 4,337 △11.1 2,830 △11.7

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比増減(△)(％)

輸送用機器関連事業 4,316 △1.9

不動産賃貸事業 3,489 6.4

ホテル・スポーツ・レジャー事業 2,466 △0.0

物販事業 2,028 13.1

その他事業 179 6.9

合計 12,480 3.1



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び連結子会社)が対処すべき課題について、重要な

変更及び新たに生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

新規技術に関する研究開発、工業所有権の管理を行う技術開発グループ、製品の市場動向、顧客ニーズ

を把握し、新規製品の企画を行う開発設計グループ、自社ブランドの電気自動車（ＥＶ）とエレクトリカ

ルパワー（ＥＰ）の開発を行うＥＶＰ事業総括部の陣容で研究開発活動に取り組んでおります。 

当中間連結会計期間の研究開発活動は、顧客のニーズによる現有製品の改良と新製品の開発を主要テー

マとして推進しました。 

事業の種類別セグメントの研究開発活動を示すと、次のとおりであります。 

輸送用機器関連事業 

・ コンポジット加工技術の開発 

・ 新型セミタンクトレーラーの開発 

・ 自動車衝突実験用バリアの開発 

・ 非接触給電システムの開発 

なお、研究開発活動は、輸送用機器関連事業のみで行っております。 

  

当中間連結会計期間に研究開発部門で発生した研究開発費は、95百万円であります。 

研究成果としましては、非接触給電システム（物理的な接触なしに、電気自動車などに電気を供給する

画期的なシステム）がテレビ番組でも取り上げられ、注目を集めております。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものはありませ

ん。 
  
(2) 国内子会社 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(3) 在外子会社 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の計画 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等は、次のとおりであります。 
  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等はありません。 

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類別
セグメントの

名称
設備の内容

投資予定額

資金調達方法 着手年月 完了予定
完成後の
増加能力総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

提出
会社

アーバンリゾー
ツ昭和の森(株) 
(東京都昭島市)

ホテル・スポ
ーツ・レジャ
ー事業

カート設備
の改修他 580 ― 自己資金 H19.12 H20.8

品質の向
上のため
能力の増
加はなし



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 120,000,000

計 120,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月21日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 33,606,132 33,606,132
東京証券取引所
(市場第二部上場)

株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式

計 33,606,132 33,606,132 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成19年９月30日 ― 33,606 ― 4,949 ― 6,218



(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 「日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(三井アセット信託銀行再信託分・三井造船株式会社退職給

付信託口)」の所有株式は、三井造船株式会社が所有していた当社株式が三井アセット信託銀行株式会社に

信託されたうえで、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社に再信託されたものであり、議決権行使の

指図権は三井造船株式会社に留保されております。 

   なお、三井アセット信託銀行株式会社は、平成19年10月１日付で、中央三井アセット信託銀行株式会社に

商号変更しております。 

２ 「日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(三井アセット信託銀行再信託分・CMTBエクイティインベス

トメンツ株式会社信託口)」の所有株式は、中央三井信託銀行株式会社が所有していた当社株式をその全額

出資子会社であるCMTBエクイティインベストメンツ株式会社へ現物出資したものが、三井アセット信託銀行

株式会社に信託されたうえで、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社に再信託されたものであり、議

決権行使の指図権はCMTBエクイティインベストメンツ株式会社に留保されております。 

   なお、三井アセット信託銀行株式会社は、平成19年10月１日付で、中央三井アセット信託銀行株式会社に

商号変更しております。 

  

  

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

三井造船株式会社 東京都中央区築地５―６―４ 5,131 15.27

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
(三井アセット信託銀行再信託分・三井造船株
式会社退職給付信託口)

東京都中央区晴海１―８―11 5,131 15.27

三井物産株式会社 東京都千代田区大手町１―２―１ 2,590 7.71

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１―１―２ 1,586 4.72

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
(三井アセット信託銀行再信託分・CMTBエクイ
ティインベストメンツ株式会社信託口)

東京都中央区晴海１―８―11 1,329 3.95

室町不動産株式会社 東京都新宿区新宿１―８―５ 898 2.67

ドイチエ バンク アーゲー ロンドン ピ
ービー ノントリティー クライアンツ 613 
(常任代理人 ドイツ証券株式会社)

TAUNUSANLAGE 12, D-60325 FRANKFURT
 AM MAIN, FEDERAL REPUBLIC OF GERMANY 
（東京都千代田区永田町２－11－１）

845 2.52

野村ホールディングス株式会社 東京都中央区日本橋１―９―１ 834 2.48

ザ チェース マンハッタン バンク エヌ
エイ ロンドン エス エル オムニバス 
アカウント 
(常任代理人 株式会社みずほコーポレート銀
行兜町証券決済業務室)

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET
LONDONEC2P 2HD, ENGLAND 
(東京都中央区日本橋兜町６－７)

636 1.89

ジェーピー モルガン チェース バンク 
380084 
（常任代理人 株式会社みずほコーポレート
銀行兜町証券決済業務室）

125 LONDON WALL, LONDON, EC2Y 5AJ,
UNITED KINGDOM 
(東京都中央区日本橋兜町６－７)

520 1.55

計 ― 19,502 58.03



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株(議決権１個)含ま

れております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式746株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

  

 
(注) 高・ 低株価は東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

135,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

33,068,000
33,068 ―

単元未満株式
普通株式

403,132
― ―

発行済株式総数 33,606,132 ― ―

総株主の議決権 ― 33,068 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
昭和飛行機工業株式会社

東京都昭島市田中町600 135,000 ― 135,000 0.40

計 135,000 ― 135,000 0.40

月別 平成19年４月 19年５月 19年６月 19年７月 19年８月 19年９月

高(円) 1,845 1,814 1,718 1,664 1,525 1,380

低(円) 1,700 1,640 1,640 1,380 1,200 1,070



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)及び前中間会計期間(平成

18年４月１日から平成18年９月30日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当中間連結会計

期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年

９月30日まで)は金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ中間連結財務諸表及び中間

財務諸表について、聖橋監査法人により中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 7,810 4,742 5,271

 ２ 受取手形及び売掛金 ※３ 4,881 4,799 4,971

 ３ たな卸資産 2,844 2,648 2,575

 ４ 繰延税金資産 458 487 523

 ５ その他 412 415 411

   貸倒引当金 △5 △13 △15

   流動資産合計 16,401 22.7 13,080 19.2 13,738 19.8

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産
※１ 
※２

  (1) 建物及び構築物 32,204 33,826 34,497

  (2) 機械装置及び運搬具 988 1,037 934

  (3) 工具器具備品 722 719 760

  (4) 土地 12,743 12,661 12,729

  (5) 建設仮勘定 2,865 49,524 221 48,466 187 49,110

 ２ 無形固定資産

  (1) のれん 480 394 437

  (2) その他 43 524 34 429 39 476

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※２ 4,719 5,276 5,085

  (2) 繰延税金資産 79 42 47

  (3) その他 ※２ 1,006 874 914

    貸倒引当金 △80 5,725 △50 6,142 △54 5,993

   固定資産合計 55,774 77.3 55,038 80.8 55,580 80.2

   資産合計 72,175 100.0 68,118 100.0 69,318 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 2,423 1,888 1,998

 ２ 短期借入金 ※２ 8,054 5,310 5,613

 ３ １年以内償還予定の社債 ※２ 202 252 202

 ４ 未払法人税等 95 74 93

 ５ 賞与引当金 393 407 398

 ６ 工事損失引当金 41 121 72

 ７ 設備関係支払手形 230 ― ―

 ８ その他 4,195 2,978 3,347

   流動負債合計 15,636 21.7 11,033 16.2 11,726 16.9

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 ※２ 1,483 1,231 1,382

 ２ 長期借入金 ※２ 14,331 14,972 15,316

 ３ 受入敷金保証金 7,247 6,376 6,657

 ４ 繰延税金負債 2,812 3,274 3,122

 ５ 退職給付引当金 3,681 3,704 3,572

 ６ 役員退職慰労引当金 206 255 242

 ７ その他 442 414 388

   固定負債合計 30,206 41.8 30,228 44.4 30,681 44.3

   負債合計 45,842 63.5 41,262 60.6 42,407 61.2

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 4,949 6.9 4,949 7.3 4,949 7.1

 ２ 資本剰余金 7,648 10.6 7,648 11.2 7,648 11.0

 ３ 利益剰余金 11,684 16.2 12,063 17.7 12,097 17.4

 ４ 自己株式 △61 △0.1 △94 △0.1 △67 △0.0

   株主資本合計 24,220 33.6 24,567 36.1 24,627 35.5

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

2,112 2.9 2,288 3.3 2,282 3.3

 ２ 為替換算調整勘定 △0 △0.0 △0 △0.0 △0 △0.0

   評価・換算差額等合計 2,112 2.9 2,288 3.3 2,282 3.3

   純資産合計 26,333 36.5 26,856 39.4 26,910 38.8

   負債純資産合計 72,175 100.0 68,118 100.0 69,318 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 12,110 100.0 12,480 100.0 25,245 100.0

Ⅱ 売上原価 9,011 74.4 9,288 74.4 18,845 74.6

   売上総利益 3,098 25.6 3,192 25.6 6,400 25.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 2,343 19.4 2,394 19.2 4,617 18.3

   営業利益 754 6.2 798 6.4 1,783 7.1

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 6 3 14

 ２ 受取配当金 23 30 33

 ３ 生命保険配当金 3 3 5

 ４ 資産賃貸料 10 4 20

 ５ その他 28 71 0.6 53 95 0.8 56 131 0.5

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 199 233 423

 ２ 遊休施設管理費 ※３ 75 45 88

 ３ その他 50 325 2.7 126 406 3.3 219 731 2.9

   経常利益 500 4.1 487 3.9 1,182 4.7

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 1 0 54

 ２ 投資有価証券売却益 ― 93 97

 ３ 貸倒引当金戻入益 4 6 4

 ４ その他 ― 5 0.0 0 100 0.8 2 158 0.6

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※２ 216 94 387

 ２ その他 11 228 1.8 23 118 0.9 76 464 1.8

  税金等調整前中間（当期） 
  純利益

278 2.3 469 3.8 877 3.5

   法人税、住民税及び 
   事業税

74 46 95

   法人税等調整額 92 167 1.4 189 235 1.9 257 353 1.4

  中間（当期）純利益 110 0.9 234 1.9 524 2.1



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

（注）剰余金の配当161百万円は、前期決算に係る利益処分によるものであります。 

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

Ⅰ平成18年３月31日残高(百万円) 4,949 6,219 11,734 △611 22,293

Ⅱ中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △161 △161

 中間純利益 110 110

 自己株式の取得 △23 △23

 自己株式の処分 1,428 573 2,001

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円)

― 1,428 △50 549 1,927

Ⅲ平成18年９月30日残高(百万円) 4,949 7,648 11,684 △61 24,220

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

Ⅰ平成18年３月31日残高(百万円) 2,392 △0 2,392 24,685

Ⅱ中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △161

 中間純利益 110

 自己株式の取得 △23

 自己株式の処分 2,001

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△280 △0 △280 △280

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△280 △0 △280 1,647

Ⅲ平成18年９月30日残高(百万円) 2,112 △0 2,112 26,333



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

Ⅰ平成19年３月31日残高(百万円) 4,949 7,648 12,097 △67 24,627

Ⅱ中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当  △267 △267

 中間純利益 234 234

 自己株式の取得 △26 △26

 自己株式の処分 0 0 0

 その他 △0 △0

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円)

― 0 △33 △26 △60

Ⅲ平成19年９月30日残高(百万円) 4,949 7,648 12,063 △94 24,567

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

Ⅰ平成19年３月31日残高(百万円) 2,282 △0 2,282 26,910

Ⅱ中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当  △267

 中間純利益 234

 自己株式の取得 △26

 自己株式の処分 0

 その他 △0

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

6 0 6 6

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

6 0 6 △54

Ⅲ平成19年９月30日残高(百万円) 2,288 △0 2,288 26,856



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

（注）剰余金の配当161百万円は、前期決算に係る利益処分によるものであります。 

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

Ⅰ平成18年３月31日残高(百万円) 4,949 6,219 11,734 △611 22,293

Ⅱ連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 △161 △161

 当期純利益 524 524

 自己株式の取得 △30 △30

 自己株式の処分 1,428 573 2,002

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円)

― 1,428 363 543 2,334

Ⅲ平成19年３月31日残高(百万円) 4,949 7,648 12,097 △67 24,627

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

Ⅰ平成18年３月31日残高(百万円) 2,392 △0 2,392 24,685

Ⅱ連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 △161

 当期純利益 524

 自己株式の取得 △30

 自己株式の処分 2,002

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

△109 0 △109 △109

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円)

△109 0 △109 2,224

Ⅲ平成19年３月31日残高(百万円) 2,282 △0 2,282 26,910



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前中間(当期)純利益 278 469 877

 ２ 減価償却費 1,028 1,135 2,169

 ３ その他償却費 92 80 192

 ４ 有形固定資産除却損 179 94 294

 ５ 貸倒引当金の増減額(△は減少) △17 △5 △34

 ６ 賞与引当金の増減額(△は減少) 50 8 54

 ７ 退職給付引当金の増減額 
   (△は減少)

56 131 △52

 ８ 役員退職慰労引当金の増減額 
   (△は減少)

△22 13 13

 ９ 受取利息及び受取配当金 △29 △33 △48

 10 支払利息 199 233 423

 11 受入敷金保証金の増減額 
   (△は減少)

673 △281 83

 12 有形固定資産売却益 △1 △0 △54

 13 売上債権の増減額(△は増加) △528 172 △619

 14 たな卸資産の増減額(△は増加) △915 △72 △647

 15 仕入債務の増減額(△は減少) 439 △110 15

 16 未払消費税等の増減額(△は減少) △174 102 △188

 17 その他 △269 △148 △354

    小計 1,037 1,790 2,125

 18 利息及び配当金の受取額 29 33 48

 19 利息の支払額 △194 △237 △408

 20 法人税等の支払額 △54 △66 △84

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

817 1,520 1,681



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 定期預金の預入による支出 ― △107 △733

 ２ 定期預金の払戻による収入 37 160 ―

 ３ 有形固定資産の取得による支出 △3,094 △911 △5,113

 ４ 有形固定資産の売却による収入 1 0 149

 ５ 投資有価証券の取得による支出 △91 △202 △205

 ６ 投資有価証券の売却による収入 1 107 128

 ７ その他 44 △3 63

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△3,101 △956 △5,711

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 短期借入れによる収入 ― ― 1,000

 ２ 短期借入金の返済による支出 ― △1,000 △800

 ３ 長期借入れによる収入 5,300 3,000 8,100

 ４ 長期借入金の返済による支出 △1,634 △2,646 △6,091

 ５ 社債の償還による支出 △101 △101 △202

 ６ 配当金の支払額 △161 △266 △161

 ７ その他 △22 △26 △28

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

3,380 △1,041 1,816

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 0 0

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 
  (△は減少)

1,097 △476 △2,213

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 6,693 4,480 6,693

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

※１ 7,790 4,003 4,480



(中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項) 

  

 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年4月１日
至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年4月１日
至 平成19年9月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年4月１日
至 平成19年3月31日)

１ 連結の範囲に関す
る事項

(1) 連結子会社の数 9社
昭和の森綜合サービス
㈱、昭和飛行機テクノ
サービス㈱、アーバン
リゾーツ昭和の森㈱、
昭和の森ライフサービ
ス㈱、ハーレーダビッ
ドソン昭和の森㈱、
SHOWA  AIRCRAFT  USA 
INC.、エスアンドエス
マネージメント㈱、㈱
メトス、昭和飛行機ビ
ジネスコンサルタント
㈱ 
なお、当中間連結会計
期間より、100％子会
社である昭和飛行機ビ
ジネスコンサルタント
㈱を設立し、連結の範
囲に含めております。
（全子会社を連結して
おります。）

(1) 連結子会社の数 9社
昭和の森綜合サービス
㈱、昭和飛行機テクノ
サービス㈱、アーバン
リゾーツ昭和の森㈱、
昭和の森ライフサービ
ス㈱、ハーレーダビッ
ドソン昭和の森㈱、
SHOWA  AIRCRAFT  USA 
INC.、エスアンドエス
マネージメント㈱、㈱
メトス、昭和飛行機ビ
ジネスコンサルタント
㈱
（全子会社を連結して
おります。）

(1) 連結子会社の数 9社
昭和の森綜合サービス
㈱、昭和飛行機テクノ
サービス㈱、アーバン
リゾーツ昭和の森㈱、
昭和の森ライフサービ
ス㈱、ハーレーダビッ
ドソン昭和の森㈱、
SHOWA  AIRCRAFT  USA 
INC.、エスアンドエス
マネージメント㈱、㈱
メトス、昭和飛行機ビ
ジネスコンサルタント
㈱ 
なお、当連結会計年度
より、100％子会社で
ある昭和飛行機ビジネ
スコンサルタント㈱を
設立し、連結の範囲に
含めております。（全
子会社を連結しており
ます。）
  

(2) 非連結子会社の数
該当はありません

(2) 非連結子会社の数
同左

(2) 非連結子会社の数
同左

２ 持分法の適用に関
する事項

(1) 持分法適用の非連結子
会社数
該当はありません

(1) 持分法適用の非連結子
会社数

同左

(1) 持分法適用の非連結子
会社数

同左
(2) 持分法適用の関連会社

数
該当はありません

(2) 持分法適用の関連会社
数

同左

(2) 持分法適用の関連会社
数       
  同左

(3) 持分法を適用しない会
社数と会社名
該当はありません

(3) 持分法を適用しない会
社数と会社名

同左

(3) 持分法を適用しない会
社数と会社名

同左
３ 連結子会社の中間

決算日(決算日)等
に関する事項

SHOWA  AIRCRAFT  USA 
INC.の中間決算日は6月30
日であり、中間連結財務諸
表の作成にあたっては、同
日現在の中間財務諸表を使
用し、連結中間決算日との
間に生じた重要な取引につ
いては、連結上必要な調整
を行うこととしておりま
す。
な お、SHOWA  AIRCRAFT 

USA INC.を除く連結子会社
8社の中間決算日は9月30日
であり、中間連結財務諸表
の作成にあたっては、同日
現在の中間財務諸表を使用
しております。

   同左
連結子会社の決算日が連

結決算日と異なる会社は
SHOWA AIRCRAFT USA INC.
であり、決算日は12月31日
であります。連結財務諸表
の作成にあたっては、同日
現在の財務諸表を使用し、
連結決算日との間に生じた
重要な取引については、連
結上必要な調整を行うこと
としております。
な お、SHOWA  AIRCRAFT 

USA INC.を除く連結子会社
8社の決算日は3月31日であ
り、連結財務諸表の作成に
あたっては、同日現在の財
務諸表を使用しておりま
す。



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

４ 会計処理基準に関

する事項

 (1) 重要な資産の評

価基準及び評価

方法

  ① 有価証券 その他有価証券

 時価のあるもの

  中間連結決算日の市場

価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資

産直入法により処理

し、売却原価は主とし

て移動平均法により算

定しております。)

その他有価証券

 時価のあるもの

     同左

その他有価証券

 時価のあるもの

  連結決算日の市場価格

等に基づく時価法(評

価差額は全部純資産直

入法により処理し、売

却原価は主として移動

平均法により算定して

おります。)

 時価のないもの

  主として移動平均法に

よる原価法

 時価のないもの

同左

 時価のないもの

     同左

  ② デリバティブ 時価法 同左 同左

  ③ たな卸資産 (親会社)

 仕掛品

  個別法による原価法

 その他のたな卸資産

  移動平均法による原価

法

(親会社)

 仕掛品

同左

 その他のたな卸資産

同左

(親会社)

 仕掛品

     同左

 その他のたな卸資産

同左

(子会社) 

 主として 

 終仕入原価法

(子会社) 

     同左

(子会社) 

     同左



項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (2) 重要な減価償却

資産の減価償却

の方法

   有形固定資産 (親会社) 

 定額法

(子会社)

 主として定額法

 なお、耐用年数及び残存

価額については、法人税法

に規定する方法と同一の基

準によっております。

(親会社)

①平成19年4月1日以降取得

資産     定額法 

②平成19年3月31日以前取

得資産    旧定額法

(子会社)

①平成19年4月1日以降取得

資産  主として定額法 

②平成19年3月31日以前取

得資産 主として旧定額法

 なお、主な耐用年数は次

のとおりであります。

建物及び構築物 2年～50年

機械装置及び運搬具 

 2年～17年

工具器具備品   2年～20年

（会計方針の変更）

 法人税法の改正（「所得

税法等の一部を改正する法

律 平成19年3月30日法律

第6号」及び「法人税法施

行令の一部を改正する政令

平成19年3月30日政令第83

号」）に伴い、平成19年4

月1日以降取得資産の減価

償却の方法を改正後の法人

税法に基づく方法に変更し

ております。  

 なお、この変更による損

益に与える影響は軽微であ

ります。

（追加情報）

 法人税法の改正（「所得

税法等の一部を改正する法

律 平成19年3月30日法律

第6号」及び「法人税法施

行令の一部を改正する政令

平成19年3月30日政令第83

号」）を適用し、平成19年

3月31日以前取得資産で償

却可能限度額まで償却した

ものについては償却終了し

た年度の翌年度から残存簿

価を5年間で均等償却する

こととしております。

 これにより営業利益は34

百万円、経常利益及び税金

等調整前中間純利益は、そ

れぞれ36百万円減少してお

ります。

 なお、セグメント情報に

与える影響については、当

該箇所に記載しておりま

す。

(親会社)

 定額法 

(子会社) 

 主として定額法

 なお、耐用年数及び残存

価額については、法人税法

に規定する方法と同一の基

準によっております。



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (3) 重要な引当金の

計上基準

  ① 貸倒引当金 売上債権等の貸倒損失に備

えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額

を計上しております。

同左 同左

  ② 賞与引当金 従業員に支給する賞与に充

てるため、将来の支給見込

額のうち当中間連結会計期

間の負担額を計上しており

ます。

同左 従業員に支給する賞与に充

てるため、将来の支給見込

額のうち当連結会計期間の

負担額を計上しておりま

す。

  ③ 工事損失引当
金

受注工事の損失に備えるた

め、売上損失の見込まれる

当中間連結会計期間末仕掛

工事について損失見込額を

計上しております。

同左 受注工事の損失に備えるた

め、売上損失の見込まれる

当連結会計年度末仕掛工事

について損失見込額を計上

しております。

  ④ 退職給付引当

金

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務の見込

額に基づき、当中間連結会

計期間末において発生して

いると認められる額を計上

しております。数理計算上

の差異については発生した

連結会計年度に一括償却し

ております。

同左 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務の見込

額に基づき、当連結会計年

度末において発生している

と認められる額を計上して

おります。数理計算上の差

異については発生した連結

会計年度に一括償却してお

ります。

  ⑤ 役員退職慰労

引当金

役員に対する退職慰労金の

支給に充てるため、内規に

よる当中間連結会計期間末

要支給額の100％を計上し

ております。

同左 役員に対する退職慰労金の

支給に充てるため、主とし

て内規による当連結会計年

度末要支給額の100％を計

上しております。

 (4) 重要なリース取

引の処理方法
リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。

同左 同左



次へ 

 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (5) 重要なヘッジ会
計の方法

  ① ヘッジ会計の
方法

原則として、繰延ヘッジに
よっております。なお、特
例処理の要件を満たしてい
る金利スワップについては
特例処理によっておりま
す。

同左 同左

  ② ヘッジ手段と
ヘッジ対象

a  ヘッジ手段
  …為替予約取引
  ヘッジ対象
  …外貨建予定取引残高

の為替相場変動によ
るキャッシュ・フロ
ー変動リスク

b  ヘッジ手段
  …金利スワップ取引
  ヘッジ対象
  …変動金利による長期

借入金

同左 同左

  ③ ヘッジ方針 デリバティブ取引に関する

権限規程及び取引限度額等

を定めた内部規定に基づき

ヘッジ対象に係る為替相場

変動リスクを一定の範囲で

ヘッジしております。 

また、金利スワップにつき

ましては、資金調達の範囲

内で取り組んでおり、投機

的な取引は行わない方針で

あります。

同左 同左

  ④ ヘッジ有効性
評価の方法

ヘッジ対象のキャッシュ・

フロー変動の累計又は相場

変動とヘッジ手段のキャッ

シュ・フロー変動の累計又

は相場変動を半期ごとに比

較し、両者の変動額等を基

礎にして、ヘッジ有効性を

評価しております。 

ただし、特例処理によって

いる金利スワップにつきま

しては、有効性の評価を省

略しております。

同左 同左

 (6) その他中間連結
財務諸表(連結
財務諸表)作成
のための重要な
事項

消費税及び地方消費税の会

計処理は、税抜方式によっ

ております。

同左 
 

同左

５ 中間連結キャッシ
ュ・フロー計算書
( 連 結 キ ャ ッ シ
ュ・フ ロ ー 計 算
書)における資金
の範囲

手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ケ

月以内に償還期限の到来す

る短期投資であります。

同左 同左



次へ 

会計処理の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準）

当中間連結会計期間から、貸借対照

表の表示について「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第5号 平成17年12月

9日）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指針第8号

平成17年12月9日）を適用しておりま

す。 

従来の基準に従った資本の部の合計

に相当する金額は26,333百万円であ

ります。

 なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、中間連結財務諸表規則

の改正に伴い、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しておりま

す。

（中間連結貸借対照表）

「連結調整勘定」は当中間連結会計

期間から「のれん」として表示して

おります。

────────── 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

──────────

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等）

 当連結会計年度から、貸借対照表

の表示について「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第5号 平成17年12月

9日）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指針第8号

平成17年12月9日）を適用しておりま

す。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は26,910百万円であ

ります。

 連結財務諸表規則の改正により、

当連結会計年度における連結財務諸

表は、改正後の連結財務諸表規則に

より作成しております。

（連結貸借対照表）

「連結調整勘定」は、当連結会計年

度から「のれん」として表示してお

ります。

 
────────── ──────────

(企業結合に係る会計基準等)

当連結会計年度から「企業結合に係

る会計基準」（企業会計審議会 平

成15年10月31日）及び「事業分離等

に関する会計基準」（企業会計基準

委員会 平成17年12月27日 企業会

計基準第７号）並びに「企業結合会

計基準及び事業分離等会計基準に関

する適用指針」（企業会計基準委員

会 最終改正平成18年12月22日 企

業会計基準適用指針第10号）を適用

しております。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額   28,341百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額    30,031百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額   28,979百万円

※２ 下記資産につき、下記債務の

担保に提供しております。

※２ 下記資産につき、下記債務の

担保に提供しております。

※２ 下記資産につき、下記債務の

担保に提供しております。

 

担保提供資産の種類
金額 

（百万円）

(1) 土地 747

(2) 建物 66

(3) 投資有価証券 10

(4) 投資その他の 
資産（保険積立金）

235

(5) 投資その他の 
資産(長期積立預金)

20

合計 1,079
 

 

担保提供資産の種類
金額

（百万円）
(1) 投資その他の  
資産（保険積立金）

235

合計 235
 

担保提供資産の種類
金額 

（百万円）
(1) 投資その他の 
資産（保険積立金）

235

合計 235

 

被担保債務の種類
金額 

（百万円）

(1) 社債 686

(うち１年以内 
償還予定額)

(102)

(2) 長期借入金 461

(うち１年以内 
返済予定額)

(143)

合計 1,147

 

被担保債務の種類
金額

（百万円）

 (1)長期借入金 200

合計 200
 

被担保債務の種類
金額 

（百万円）

(1) 長期借入金 200

合計 200

※３ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理し

ております。

    なお、当中間連結会計期間

末日が金融機関の休日であっ

たため、次の中間連結会計期

間末日満期手形が、中間連結

会計期間末残高に含まれてお

ります。

   受取手形   54 百万円

※３ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理し

ております。

    なお、当中間連結会計期間

末日が金融機関の休日であっ

たため、次の中間連結会計期

間末日満期手形が、中間連結

会計期間末残高に含まれてお

ります。

   受取手形   45 百万円

※３ 連結会計年度末日満期手形の

会計処理については、手形交

換日をもって決済処理してお

ります。

    なお、当連結会計年度末日

が金融機関の休日であったた

め、次の連結会計年度末日満

期手形が、連結会計年度末残

高に含まれております。  

   受取手形  109 百万円



前へ   次へ 

(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目と金額は次のとおりで

あります。

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目と金額は次のとおりで

あります。

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目と金額は次のとおりで

あります。

給料及び 
諸手当

874百万円

退職給付 
引当金繰入額

62 〃

役員退職慰労 
引当金繰入額

36 〃

貸倒引当金 
繰入額

5 〃

賞与引当金 
繰入額

166 〃

給料及び
諸手当

926百万円

退職給付
引当金繰入額

81 〃

役員退職慰労
引当金繰入額

30 〃

貸倒引当金
繰入額

0 〃

賞与引当金
繰入額

192 〃

給料及び
諸手当

1,782百万円

退職給付
引当金繰入額

64 〃

役員退職慰労 
引当金繰入額

72 〃

貸倒引当金 
繰入額

4 〃

賞与引当金 
繰入額

219 〃

※２ 主に、ゴルフ練習場クラブハ

ウス解体に伴う除却損158百

万円ほかであります。

※２ 主に、物流倉庫解体に伴う除

却損ほかであります。

※２ 主に、ゴルフ練習場解体に伴

う除却損158百万円、スケー

トリンク場解体に伴う除却損

130百万円ほかであります。

※３ 未利用施設の管理費でありま

す。      

※３     同左 ※３     同左



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

   

  

２ 自己株式に関する事項 

   

(変動事由の概要)  

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加                             13,729株 

減少数の内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買増請求による減少                            926株 

          第１回無担保転換社債型新株予約権付社債行使による減少    1,293,459株 

  
３ 新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

   該当事項はありません。 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 33,606,132 ― ― 33,606,132

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 1,396,054 13,729 1,294,385 115,398

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年6月29日 
定時株主総会

普通株式 161 5.00 平成18年3月31日 平成18年6月30日



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

   

(変動事由の概要)  

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加                             16,464株 

減少数の内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買増請求による減少                             96株 

  
３ 新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 33,606,132 ― ― 33,606,132

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 119,378 16,464 96 135,746

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成19年6月27日 
定時株主総会

普通株式 267 8.00 平成19年3月31日 平成19年6月28日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額 
(円)

基準日 効力発生日

平成19年11月16日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 100 3.00 平成19年9月30日 平成19年12月11日



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
(変動事由の概要)  

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加                             18,064株 

減少数の内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買増請求による減少                          1,281株 

 第１回無担保転換社債型新株予約権付社債行使による減少    1,293,459株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。 

  
４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 33,606,132 ― ― 33,606,132

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 1,396,054 18,064 1,294,740 119,378

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年6月29日 
定時株主総会

普通株式 161 5.00 平成18年3月31日 平成18年6月30日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額 
(円)

基準日 効力発生日

平成19年6月27日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 267 8.00 平成19年3月31日 平成19年6月28日



前へ   次へ 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

 

現金及び預金勘定 7,810百万円

計 7,810百万円

預入期間が３ヵ月 
を超える定期預金

△20 〃

現金及び 
現金同等物

7,790百万円

 

現金及び預金勘定 4,742百万円

計 4,742百万円

預入期間が３ヵ月
を超える定期預金

△738 〃

現金及び 
現金同等物

4,003百万円

 

現金及び預金勘定 5,271百万円

計 5,271百万円

預入期間が３ヵ月 
を超える定期預金

△791 〃

現金及び
現金同等物

4,480百万円

２ 重要な非資金取引の内容 

転換社債型新株予約権付社債の転換 

 転換社債型新株予約権付社債によ

る資本剰余金増加額 

         1,427百万円 

 転換社債型新株予約権付社債によ

る転換社債減少額 

         2,000百万円

──────────
２ 重要な非資金取引の内容 

転換社債型新株予約権付社債の転換 

 転換社債型新株予約権付社債によ

る資本剰余金増加額 

         1,427百万円 

 転換社債型新株予約権付社債によ

る転換社債減少額 

         2,000百万円



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

 

取得価額 
相当額 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末 
残高 

相当額 
(百万円)

機械装置 
及び運搬具

179 98 81

工具器具 
備品

103 62 40

無形固定資
産
（ソフト  
ウェア）

385 258 127

合計 668 419 249

  

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末 
残高 

相当額 
(百万円)

機械装置 
及び運搬具

117 62 55

工具器具 
備品

136 67 69

無形固定資
産
（ソフト  
ウェア）

190 126 64

合計 445 255 189

  

取得価額 
相当額 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

期末残高 
相当額 

(百万円)

機械装置 
及び運搬具

133 65 68

工具器具 
備品

106 63 43

無形固定資
産
（ソフト  
ウェア）

385 275 109

合計 626 404 221

 なお、取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。

同左  なお、取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定

しております。

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

２ 未経過リース料期末残高相当額

 

１年以内 115百万円

１年超 133 〃

合計 249 〃

  

１年以内 76百万円

１年超 113 〃

合計 189 〃
 

１年以内 95百万円

１年超 126 〃

合計 221 〃

 なお、未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ております。

同左  なお、未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 69百万円

減価償却費相当額 69 〃

支払リース料 81百万円

減価償却費相当額 81 〃

支払リース料 127百万円

減価償却費相当額 127 〃

４ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左



前へ   次へ 

(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年9月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 
  

２ 時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

 
  

当中間連結会計期間末(平成19年9月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 
  

２ 時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

 
  

前連結会計年度末(平成19年3月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 
  

２ 時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

区分
取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

 (1) 株式 1,225 4,717 3,492

 (2) 債券 ― ― ―

 (3) その他 ― ― ―

合計 1,225 4,717 3,492

非上場株式 1百万円

区分
取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

 (1) 株式 1,489 5,274 3,785

 (2) 債券 ― ― ―

 (3) その他 ― ― ―

合計 1,489 5,274 3,785

非上場株式 1百万円

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

 (1) 株式 1,308 5,083 3,774

 (2) 債券 ― ― ―

 (3) その他 ― ― ―

   小計 1,308 5,083 3,774

非上場株式 1百万円



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

             デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

  

(1)通貨関連 

 
(注) １ 時価の算定方法は、取引金融機関から提示された価格によっております。 

  

(2)金利関連 

 
(注) １ 時価の算定方法は、取引先金融機関から提示された価格によっております。 

２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブは除いてあります。 

  

区分 取引の種類 契約額等
契約額等のうち

1年超
時価

(百万円)
評価損益
(百万円)

市場取引以
外の取引

オプション取引

 売建

プット     ＵＳ＄ 180千ＵＳ＄ ― △0 0

 買建

コール     ＵＳ＄ 120千ＵＳ＄ ― 0 0

  合計 300千ＵＳ＄ ― 0 0

区分 取引の種類
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取引以
外の取引

金利スワップ取引
受取変動・支払固定

172 55 △0 △0

  合計 172 55 △0 △0



前へ 

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

             デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

  

(1)金利関連 

 
(注) １ 時価の算定方法は、取引先金融機関から提示された価格によっております。 

２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブは除いてあります。 

  

前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

             デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

  

(1)金利関連 

 
(注) １ 時価の算定方法は、取引先金融機関から提示された価格によっております。 

２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブは除いてあります。 

  

(ストック・オプション等関係) 

該当事項はありません。 

  

区分 取引の種類
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取引以
外の取引

金利スワップ取引
受取変動・支払固定

80 50 0 0

  合計 80 50 0 0

区分 取引の種類
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取引以
外の取引

金利スワップ取引
受取変動・支払固定

117 60 0 0

  合計 117 60 0 0



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで) 

  

 
  

当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで) 

  

 
  

輸送用 
機器 

関連事業 
(百万円)

不動産 
賃貸事業 
(百万円)

ホテル・
スポー
ツ・レジ
ャー事業
(百万円)

物販
事業 

(百万円)

その他
事業 

(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する
   売上高

4,401 3,280 2,467 1,792 167 12,110 ― 12,110

(2) セグメント間の
   内部売上高又は
   振替高

0 13 2 2 18 37 (37) ―

計 4,402 3,294 2,470 1,795 185 12,147 (37) 12,110

営業費用 4,954 1,883 2,474 1,827 252 11,392 (37) 11,355

営業利益又は 
営業損失(△)

△552 1,410 △4 △32 △66 754 ― 754

輸送用 
機器 

関連事業 
(百万円)

不動産 
賃貸事業 
(百万円)

ホテル・
スポー
ツ・レジ
ャー事業
(百万円)

物販
事業 

(百万円)

その他
事業 

(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する
   売上高

4,316 3,489 2,466 2,028 179 12,480 ― 12,480

(2) セグメント間の
   内部売上高又は
   振替高

5 60 23 7 172 269 (269) ―

計 4,321 3,550 2,490 2,035 351 12,750 (269) 12,480

営業費用 4,893 2,116 2,483 2,072 387 11,952 (269) 11,682

営業利益又は 
営業損失(△)

△572 1,434 7 △36 △35 798 ― 798



前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法 

  事業区分は内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な製品 

(1) 輸送用機器関連事業…………………各種タンクローリー、各種バルク車、高所作業車等の特装車。航空

機機体部品、シェルター等のアルミ構造物、カート、ギャレー、コ

ンテナー等の航空機機装品。アルミ、アラミッド、紙等のハニカム

コアー及びそのサンドイッチ製品。 

(2) 不動産賃貸事業………………………事務所用ビル、各種商業施設、物流施設、その他施設の賃貸。 

(3) ホテル・スポーツ・レジャー事業…ホテル及びゴルフ場その他のスポーツ・レジャー施設の運営。 

(4) 物販事業………………………………大型バイク及びパーツ、アクセサリーの販売。 

サウナ、暖炉、薪ストーブ、福祉機器の販売及び施工。 

(5) その他事業……………………………保険販売、福祉介護事業等。 

３ 営業費用の配賦方法の変更（前中間連結会計期間）（前連結会計年度） 

 従来、全社共通営業費用の各事業区分への配賦は、主に各事業区分に所属する人員を基準に行っておりま

したが、当連結会計年度から、関連が明確な費用は各セグメントに賦課し、関連が明らかでない費用につい

ては各事業区分の売上原価比を基準とする配賦方法に変更しております。 

４ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」 ４ 会計処理基準に関する事項（２）重要な減

価償却資産の方法の（追加情報）に記載のとおり、当中間連結会計期間より、平成19年3月31日以前取得資

産で償却可能限度額まで償却したものについては、償却終了した年度の翌年度から残存簿価を５年で均等償

却することとしております。この変更に伴ない、従来の方法によった場合に比べ、当中間連結会計期間の営

業費用は「輸送用機器関連事業」が14百万円「不動産賃貸事業」が12百万円「ホテル・スポーツ・レジャー

事業」が6百万円「物販事業」及び「その他事業」は0百万円であり、営業利益または営業損失はそれぞれ同

額減少または増加しております。 

  

輸送用 
機器 

関連事業 
(百万円)

不動産 
賃貸事業 
(百万円)

ホテル・
スポー
ツ・レジ
ャー事業
(百万円)

物販
事業 

(百万円)

その他
事業 

(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する
   売上高

9,180 6,780 5,055 3,877 352 25,245 ― 25,245

(2) セグメント間の
   内部売上高又は
   振替高

0 41 7 9 34 94 (94) ―

計 9,180 6,822 5,063 3,886 387 25,340 (94) 25,245

営業費用 10,195 3,917 5,014 3,926 503 23,556 (94) 23,462

営業利益又は 
営業損失(△)

△1,014 2,905 48 △40 △116 1,783 ― 1,783



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  



(１株当たり情報) 
  

 

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 786.28円 １株当たり純資産額 802.39円 １株当たり純資産額 803.62円

１株当たり中間純利益 3.36円 １株当たり中間純利益 6.99円 １株当たり当期純利益 15.79円

 

潜在株式調整後１株当た
り中間純利益

3.31円
なお、潜在株式調整後１株当たり中
間純利益については、潜在株式が存
在しないため記載しておりません。  

潜在株式調整後１株当た
り当期純利益

15.68円

１株当たり純資産額の算定上の基礎

 中間連結貸借対照表の純資産の部

の合計額

26,333百万円

 普通株式に係る純資産額

26,333百万円

 普通株式の発行済株式数

33,606千株

 普通株式の自己株式数

115千株

 １株当たり純資産の算定に用いら

れた普通株式の数

33,490千株

１株当たり純資産額の算定上の基礎

 中間連結貸借対照表の純資産の部

の合計額

26,856百万円

 普通株式に係る純資産額

26,856百万円

 普通株式の発行済株式数

33,606千株

 普通株式の自己株式数

135千株

 １株当たり純資産の算定に用いら

れた普通株式の数

33,470千株

１株当たり純資産額の算定上の基礎

 連結貸借対照表の純資産の部の合

計額

26,910百万円

 普通株式に係る純資産額

26,910百万円

 普通株式の発行済株式数

33,606千株

 普通株式の自己株式数

119千株

 １株当たり純資産の算定に用いら

れた普通株式の数

33,486千株

１株当たり中間純利益の算定上の基

礎

 中間連結損益計算書上の中間純利

益

110百万円

 普通株式に係る中間純利益

110百万円

 普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳

  該当事項はありません。

 普通株式の期中平均株式数

33,056千株

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益の算定上の基礎

 潜在株式調整後１株当たり中間純

利益の算定に用いられた中間純利

益調整額の主要な内訳

  該当事項はありません。

 潜在株式調整後１株当たり中間純

利益の算定に用いられた普通株式

増加数の主要な内訳

 転換社債型新株予約権付社債

2,000百万円

 普通株式増加数

475,055株

 希薄化効果を有しないため、潜在

株式調整後１株当たり中間純利益

の算定に含まれなかった潜在株式

の概要

  該当事項はありません。

１株当たり中間純利益の算定上の基

礎

 中間連結損益計算書上の中間純利

益

234百万円

 普通株式に係る中間純利益

234百万円

 普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳

  該当事項はありません。

 普通株式の期中平均株式数

33,477千株

─────―――――

１株当たり当期純利益の算定上の基

礎

 連結損益計算書上の当期純利益 

 

524百万円

 普通株式に係る当期純利益

524百万円

 普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳

  該当事項はありません。

 普通株式の期中平均株式数

33,190千株

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益の算定上の基礎

 潜在株式調整後１株当たり当期純

利益の算定に用いられた当期純利

益調整額の主要な内訳

  該当事項はありません。

 潜在株式調整後１株当たり当期純

利益の算定に用いられた普通株式

増加数の主要な内訳

 転換社債型新株予約権付社債

2,000百万円

 普通株式増加数

238,178株

 希薄化効果を有しないため、潜在

株式調整後１株当たり当期純利益

の算定に含まれなかった潜在株式

の概要

  該当事項はありません。



(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比 
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 6,284 3,035 3,245

 ２ 受取手形 ※５ 484 391 701

 ３ 売掛金 3,657 3,655 3,398

 ４ たな卸資産 2,253 2,086 1,945

 ５ 繰延税金資産 419 450 483

 ６ その他 338 235 209

   貸倒引当金 △0 △1 △0

   流動資産合計 13,438 19.2 9,853 14.9 9,984 14.9

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物 28,933 30,518 31,071

  (2) 構築物 3,085 3,149 3,266

  (3) 機械装置 931 947 878

  (4) 土地 12,900 14,186 14,186

  (5) 建設仮勘定 2,865 221 187

  (6) その他 591 568 615

     計 49,307 49,592 50,205

 ２ 無形固定資産 52 31 42

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 3,668 3,703 3,875

  (2) 長期貸付金 1,574 639 838

  (3) その他 ※２ 2,385 2,803 2,478

    関係会社 
    投資損失引当金

─ △10 ─

    貸倒引当金 △255 △347 △325

      計 7,372 6,788 6,866

   固定資産合計 56,731 80.8 56,413 85.1 57,115 85.1

   資産合計 70,169 100.0 66,266 100.0 67,099 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比 
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 1,694 1,107 1,122

 ２ 短期借入金 950 150 1,150

 ３ １年以内に返済する 
   長期借入金

6,961 5,088 4,357

 ４ １年以内に償還予定の 
   社債

100 100 100

 ５ 未払法人税等 28 29 36

 ６ 賞与引当金 285 299 290

 ７ 工事損失引当金 41 114 72

 ８ 設備関係支払手形 230 ─ ─

 ９ その他 ※４ 3,719 2,522 2,757

   流動負債合計 14,011 20.0 9,411 14.2 9,886 14.7

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 900 800 850

 ２ 長期借入金 ※２ 14,214 14,926 15,241

 ３ 受入敷金保証金 6,988 6,337 6,512

 ４ 繰延税金負債 2,812 3,274 3,122

 ５ 退職給付引当金 3,419 3,421 3,308

 ６ 役員退職慰労引当金 140 182 167

 ７ 長期前受収益 262 261 272

 ８ その他 180 42 115

   固定負債合計 28,917 41.2 29,244 44.1 29,589 44.1

   負債合計 42,928 61.2 38,656 58.3 39,475 58.8

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 4,949 7.0 4,949 7.5 4,949 7.4

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 6,218 6,218 6,218

  (2) その他資本剰余金 1,429 1,429 1,429

   資本剰余金合計 7,648 10.9 7,648 11.5 7,648 11.4

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 564 564 564

  (2) その他利益剰余金

    配当準備金 171 171 171

    固定資産圧縮積立金 5,935 5,763 5,849

    別途積立金 5,153 5,153 5,153

    繰越利益剰余金 773 1,168 1,077

   利益剰余金合計 12,598 17.9 12,820 19.3 12,815 19.1

 ４ 自己株式 △61 △0.1 △94 △0.1 △67 △0.1

   株主資本合計 25,134 35.8 25,323 38.2 25,345 37.8

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券
   評価差額金

2,106 3.0 2,285 3.5 2,278 3.4

   評価・換算差額等 
   合計

2,106 3.0 2,285 3.5 2,278 3.4

   純資産合計 27,241 38.8 27,609 41.7 27,623 41.2

   負債純資産合計 70,169 100.0 66,266 100.0 67,099 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
 至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
 至 平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比 
(％)

金額(百万円)
百分比 
(％)

金額(百万円)
百分比 
(％)

(製品売上高、賃貸収益総額)
  

(8,099) (100.0) (8,245) (100.0) (16,832) (100.0)

Ⅰ 製品売上高 4,307 53.2 4,207 51.0 9,071 53.9

Ⅱ 製品売上原価 3,665 45.3 3,620 43.9 7,724 45.9

   売上総利益 641 7.9 586 7.1 1,346 8.0

Ⅲ 賃貸収益 3,792 46.8 4,037 49.0 7,761 46.1

Ⅳ 賃貸費用 2,363 29.2 2,464 29.9 4,783 28.4

   賃貸収益総利益 1,428 17.6 1,573 19.1 2,977 17.7

   総利益合計 2,070 25.5 2,160 26.2 4,324 25.7

Ⅴ 販売費及び一般管理費 1,450 17.9 1,441 17.5 2,834 16.9

   営業利益 619 7.6 719 8.7 1,489 8.8

Ⅵ 営業外収益 ※１ 79 1.0 124 1.5 154 0.9

Ⅶ 営業外費用 ※２ 306 3.8 399 4.8 693 4.1

   経常利益 391 4.8 444 5.4 950 5.6

Ⅷ 特別利益 ※３ 4 0.1 96 1.2 102 0.6

Ⅸ 特別損失 ※４ 223 2.8 79 1.0 525 3.1

   税引前中間（当期) 
   純利益

172 2.1 461 5.6 527 3.1

  法人税、住民税及び事業税 8 6 13

  法人税等調整額 79 87 1.1 181 188 2.3 212 226 1.3

   中間（当期)純利益 84 1.0 272 3.3 301 1.8



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 
  

 
  

 その他利益剰余金の内訳 

 
  

（注）剰余金の配当161百万円は、前期決算に係る利益処分によるものであります。 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

 その他  

資本剰余金
利益準備金

 その他  

利益剰余金

Ⅰ平成18年３月31日残高(百万円) 4,949 6,218 1 564 12,111 △611 23,233

Ⅱ中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当      △161 △161

 固定資産圧縮積立金の取崩 ― ―

 中間純利益 84 84

 自己株式の取得 △23 △23

 自己株式の処分 1,428 573 2,001

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 

(百万円)
― ― 1,428 ― △76 549 1,901

Ⅲ平成18年９月30日残高(百万円) 4,949 6,218 1,429 564 12,034 △61 25,134

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金

Ⅰ平成18年３月31日残高(百万円) 2,386 25,620

Ⅱ中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当      △161

 固定資産圧縮積立金の取崩 ―

 中間純利益 84

 自己株式の取得 △23

 自己株式の処分 2,001

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額(純額)
△279 △279

中間会計期間中の変動額合計 

(百万円)
△279 1,621

Ⅲ平成18年９月30日残高(百万円) 2,106 27,241

その他利益剰余金

配当準備金 固定資産圧縮積立金 別途積立金 繰越利益剰余金 合計

Ⅰ平成18年３月31日残高(百万円) 171 6,207 5,153 578 12,111

Ⅱ中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当      △161 △161

 固定資産圧縮積立金の取崩 △271 271 ―

 中間純利益 84 84

中間会計期間中の変動額合計 

(百万円)
― △271 ― 195 △76

Ⅲ平成18年９月30日残高(百万円) 171 5,935 5,153 773 12,034



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 
  

 
  

 その他利益剰余金の内訳 

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

 その他  

資本剰余金
利益準備金

 その他  

利益剰余金

Ⅰ平成19年３月31日残高(百万円) 4,949 6,218 1,429 564 12,251 △67 25,345

Ⅱ中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当      △267 △267

 固定資産圧縮積立金の取崩 ― ―

 中間純利益 272 272

 自己株式の取得 △26 △26

 自己株式の処分 0 0 0

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 

(百万円)
─ ─ 0 ─ 5 △26 △21

Ⅲ平成19年９月30日残高(百万円) 4,949 6,218 1,429 564 12,256 △94 25,323

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金

Ⅰ平成19年３月31日残高(百万円) 2,278 27,623

Ⅱ中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △267

 固定資産圧縮積立金の取崩 ―

 中間純利益 272

 自己株式の取得 △26

 自己株式の処分 0

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額(純額)
7 7

中間会計期間中の変動額合計 

(百万円)
7 △14

Ⅲ平成19年９月30日残高(百万円) 2,285 27,609

その他利益剰余金

配当準備金 固定資産圧縮積立金 別途積立金 繰越利益剰余金 合計

Ⅰ平成19年３月31日残高(百万円) 171 5,849 5,153 1,077 12,251

Ⅱ中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △267 △267

 固定資産圧縮積立金の取崩 △85 85 ―

 中間純利益 272 272

中間会計期間中の変動額合計 

(百万円)
─ △85 ─ 90 5

Ⅲ平成19年９月30日残高(百万円) 171 5,763 5,153 1,168 12,256



前事業年度の株主資本等変動計算書(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 
  

 
  

 その他利益剰余金の内訳 

 
  

（注）剰余金の配当161百万円は、前期決算に係る利益処分によるものであります。 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

 その他  

資本剰余金
利益準備金

 その他  

利益剰余金

Ⅰ平成18年３月31日残高(百万円) 4,949 6,218 1 564 12,111 △611 23,233

Ⅱ事業年度中の変動額

 剰余金の配当      △161 △161

 固定資産圧縮積立金の取崩 ― ―

 当期純利益 301 301

 自己株式の取得 △30 △30

 自己株式の処分 1,428 573 2,002

 株主資本以外の項目の 

 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 

(百万円)
─ ─ 1,428 ─ 140 543 2,111

Ⅲ平成19年３月31日残高(百万円) 4,949 6,218 1,429 564 12,251 △67 25,345

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金

Ⅰ平成18年３月31日残高(百万円) 2,386 25,620

Ⅱ事業年度中の変動額

 剰余金の配当 △161

 固定資産圧縮積立金の取崩 ―

 当期純利益 301

 自己株式の取得 △30

 自己株式の処分 2,002

 株主資本以外の項目の 

 事業年度中の変動額(純額)
△108 △108

事業年度中の変動額合計 

(百万円)
△108 2,003

Ⅲ平成19年３月31日残高(百万円) 2,278 27,623

その他利益剰余金

配当準備金 固定資産圧縮積立金 別途積立金 繰越利益剰余金 合計

Ⅰ平成18年３月31日残高(百万円) 171 6,207 5,153 578 12,111

Ⅱ事業年度中の変動額

 剰余金の配当 △161 △161

 固定資産圧縮積立金の取崩 △358 358 ―

 当期純利益 301 301

事業年度中の変動額合計 

(百万円)
─ △358 ─ 498 140

Ⅲ平成19年３月31日残高(百万円) 171 5,849 5,153 1,077 12,251



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 資産の評価基準及
び評価方法

(1) たな卸資産
① 仕掛品
   個別法による原価法

(1) たな卸資産
① 仕掛品

同左

(1) たな卸資産
① 仕掛品

同左
② その他のたな卸資産
    移動平均法による

原価法

② その他のたな卸資産
同左

② その他のたな卸資産
同左

(2) 有価証券 (2) 有価証券 (2) 有価証券
① 子会社株式及び関連会

社株式
   移動平均法による原

価法

① 子会社株式及び関連会
社株式 
   同左 

① 子会社株式及び関連会
社株式

同左

② その他有価証券
   時価のあるもの
    中間決算日の市場

価格等に基づく時
価法(評価差額は
全部純資産直入法
により処理し、売
却原価は移動平均
法により算定して
おります。)

   時価のないもの
    移動平均法による

原価法

② その他有価証券 
   時価のあるもの
     同左 

  
  
  
  
  
  
 

   時価のないもの
同左

② その他有価証券
   時価のあるもの
    決算日の市場価格

等に基づく時価法
(評価差額は全部
純資産直入法によ
り処理し、売却原
価は移動平均法に
より算定しており
ます。)

   時価のないもの
同左

(3) デリバティブ 
  時価法

(3) デリバティブ
同左

(3) デリバティブ
同左



項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

２ 固定資産の減価償
却の方法

(1) 有形固定資産
   定額法
   なお、耐用年数及び

残存価額については、
法人税法に規定する方
法と同一の基準によっ
ております。

(1) 有形固定資産
 ①平成19年４月１日以降

取得資産
   定額法
 ②平成19年３月31日以前

取得資産
   旧定額法
  なお、主な耐用年数
は、次のとおりでありま
す。

 建物   2年～50年
 構築物  2年～50年
 機械装置 2年～17年
 (会計方針の変更)
  法人税法の改正（「所
得税法等の一部を改正す
る法律 平成19年３月30
日 法律第６号」及び
「法人税法施行令の一部
を改定する政令平成19年
３ 月 30 日  政 令 第 83
号」）に伴い、当中間会
計期間から、平成19年４
月１日以降に取得したも
のについては、改正後の
法人税法に基づく方法に
変更しております。

  これによる損益に与え
る影響は軽微でありま
す。

 (追加情報)
  当中間会計期間から、
平成19年３月31日以前に
取得したものについて
は、償却可能限度額まで
償却が終了した翌年から
５年間で均等償却する方
法によっております。

  当該変更に伴う損益に
与える影響は、償却費は
41百万円であって、これ
により営業利益は34百万
円、経常利益及び税引前
中間純利益がそれぞれ36
百万円減少しておりま
す。

(1) 有形固定資産
   定額法
   なお、耐用年数及び

残存価額については、
法人税法に規定する方
法と同一の基準によっ
ております。

(2) 無形固定資産
   定額法
   ただし、ソフトウェ

ア(自社利用分)につい
ては、社内における見
込利用可能期間(５年)
による均等償却

(2) 無形固定資産
同左

(2) 無形固定資産
同左

(3) 長期前払費用 
   均等償却

(3) 長期前払費用
同左

(3) 長期前払費用
同左

(4) 公共施設負担支出金 
   均等償却

(4) 公共施設負担支出金
同左

(4) 公共施設負担支出金
同左

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金
  売上債権等の貸倒損失
に備えるため、一般債権
については貸倒実績率に
より、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別
に回収可能性を検討し、
回収不能見込額を計上し
ております。

(1) 貸倒引当金
同左

(1) 貸倒引当金
同左



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(2) 関係会社投資損失引当

金
―  

(2) 関係会社投資損失引当

金

  関係会社に対する投資

損失に備えるため、各社

の財政状態並びに将来の

回収見込等を勘案し、関

係会社株式に対する損失

見込額を計上しておりま

す。

(2) 関係会社投資損失引当

金
―

(3) 賞与引当金

  従業員に対して支給す

る賞与の支出に充てるた

め、将来の支給見込額の

うち当中間会計期間の負

担額を計上しておりま

す。

(3) 賞与引当金
同左

(3) 賞与引当金

  従業員に支給する賞与

に充てるため、将来の支

給見込額のうち当期の負

担額を計上しておりま

す。

(4) 工事損失引当金

  受注工事の損失に備え

るため、売上損失の見込

まれる中間会計期間末仕

掛工事について損失見込

額を計上しております。

(4) 工事損失引当金
同左

(4) 工事損失引当金

  受注工事の損失に備え

るため、売上損失の見込

まれる期末仕掛工事につ

いて損失見込額を計上し

ております。

(5) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務の

見込額に基づき、当中間

会計期間末において発生

していると認められる額

を計上しております。 

 数理計算上の差異につ

いては発生した事業年度

に一括償却しておりま

す。

(5) 退職給付引当金
同左

(5) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務の

見込額に基づき、当事業

年度末において発生して

いると認められる額を計

上しております。 

 数理計算上の差異につ

いては発生した事業年度

に一括償却しておりま

す。

(6) 役員退職慰労引当金

  役員に対する退職慰労

金の支給に備えるため、

内規による中間会計期間

末要支給額の100％を計

上しております。

(6) 役員退職慰労引当金

同左

(6) 役員退職慰労引当金

  役員に対する退職慰労

金の支給に備えるため、

内規による期末要支給額

の100％を計上しており

ます。

４ リース取引の処理

方法

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。

同左 同左

５ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

 原則として、繰延ヘッ

ジによっております。な

お、特例処理の要件を満

たしている金利スワップ

については特例処理によ

っております。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(1) ヘッジ会計の方法

同左



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

a   ヘッジ手段

   …為替予約取引

   ヘッジ対象

   …外貨建予定取引残

高の為替相場変動

によるキャッシ

ュ・フロー変動リ

スク

b   ヘッジ手段

   …金利スワップ取引

   ヘッジ対象

   …変動金利による長

期借入金

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

(3) ヘッジ方針

   デリバティブ取引に

関する権限規程及び

取引限度額等を定め

た内部規定に基づき

ヘッジ対象に係る為

替相場変動リスクを

一定の範囲でヘッジ

しております。 

 また、金利スワッ

プにつきましては、

資金調達の範囲内で

取り組んでおり、投

機的な取引は行わな

い方針であります。

(3) ヘッジ方針

同左

 

(3) ヘッジ方針

同左

(4) ヘッジ有効性評価の方

法

   ヘッジ対象のキャッ

シュ・フロー変動の

累計又は相場変動と

ヘッジ手段のキャッ

シュ・フロー変動の

累計又は相場変動を

半期ごとに比較し、

両者の変動額等を基

礎にして、ヘッジ有

効性を評価しており

ます。 

 ただし、特例処理

によっている金利ス

ワップにつきまして

は、有効性の評価を

省略しております。

(4) ヘッジ有効性評価の方

法

同左

  

(4) ヘッジ有効性評価の方

法

同左

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

 消費税等の会計処理につ

いて

  消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方式

によっております。

 消費税等の会計処理につ

いて

同左

 消費税等の会計処理につ

いて

同左



会計処理の変更 

  

 
  

  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準）

 当中間会計期間から、貸借対照表

の表示について「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第5号 平成17年12

月9日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第

8号 平成17年12月9日）を適用して

おります。

 従来の基準に従った資本の部の合

計に相当する金額は27,241百万円で

あります。

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。

──────────
（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準）

 当事業年度から、貸借対照表の表

示について「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第5号 平成17年12月9日）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準適用指針第8号 平

成17年12月9日）を適用しておりま

す。

 これによる損益に与える影響はあ

りません。

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は27,623百万円であ

ります。

 財務諸表等規則の改正により、当

事業年度における財務諸表は、改正

後の財務諸表等規則により作成して

おります。

 
────────── ──────────

（企業結合に係る会計基準等）

 当事業年度から「企業結合に係る

会計基準」（企業会計審議会 平成

15年10月31日）及び「事業分離等に

関する会計基準」（企業会計基準委

員会 平成17年12月27日企業会計基

準第7号）並びに「企業結合会計基

準及び事業分離等会計基準に関する

適用指針」（企業会計基準委員会

終改正平成18年12月22日 企業会

計基準適用指針第10号）を適用して

おります。

 財務諸表等規則の改正による財務

諸表の表示に関する変更は以下のと

おりであります。

（貸借対照表）

 「営業権」は、当事業年度から

「のれん」として表示しておりま

す。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産減価償却累計額

27,997百万円

※１ 有形固定資産減価償却累計額

29,749百万円

※１ 有形固定資産減価償却累計額

28,735百万円

※２ 担保資産 ※２ 担保資産 ※２ 担保資産

 

(1) 投資その他の資産

その他（保険

積立金）

235百万円

 

(1) 投資その他の資産

その他（保険

積立金）

235百万円

 

(1) 投資その他の資産

その他（保険

積立金）

235百万円

 

(債務区分)

(1) 長期借入金 200百万円
 

(債務区分)

(1) 長期借入金 200百万円
 

(債務区分)

(1) 長期借入金 200百万円

 ３ 偶発債務 

関係会社の営業取引に対する

保証 

ハーレーダビッドソン昭和の

森（株） 

保証債務残高  93百万円

 ３ 偶発債務 

関係会社の営業取引に対する

保証 

ハーレーダビッドソン昭和の

森（株） 

保証債務残高  111百万円 

関係会社の金融取引に対する

保証 

メトス(株) 

保証債務残高  693百万円

 ３ 偶発債務 

関係会社の営業取引に対する

保証 

ハーレーダビッドソン昭和の

森（株） 

保証債務残高  57百万円 

関係会社の金融取引に対する

保証 

メトス(株) 

保証債務残高  799百万円 

※４ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等と仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示して

おります。

※４ 消費税等の取扱い 

同左

※４ 消費税等の取扱い 

  ―――――

※５  中間会計期間末日満期手形

の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理して

おります。 

 なお、当中間会計期間末日

が金融機関の休日であったた

め、次の中間会計期間末日満

期手形が、中間会計期間末残

高に含まれております。 

 受取手形   21 百万円

※５  中間会計期間末日満期手形

の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理して

おります。 

 なお、当中間会計期間末日

が金融機関の休日であったた

め、次の中間会計期間末日満

期手形が、中間会計期間末残

高に含まれております。 

 受取手形   25 百万円

※５  期末日満期手形の会計処理

については、手形交換日をも

って決済処理しております。 

 なお、当期末日が金融機関

の休日であったため、次の期

末日満期手形が、期末残高に

含まれております。 

 受取手形   72 百万円



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 営業外収益項目のうち主要な

もの

受取利息 10百万円

受取配当金 22 〃

※１ 営業外収益項目のうち主要な

もの

受取利息 5百万円

受取配当金 29 〃

※１ 営業外収益項目のうち主要な

もの

受取利息 23百万円

受取配当金 33 〃

※２ 営業外費用項目のうち主要な

もの

支払利息 184百万円

社債利息 4 〃

※２ 営業外費用項目のうち主要な

もの

支払利息 220百万円

社債利息 4 〃

※２ 営業外費用項目のうち主要な

もの

支払利息 396百万円

社債利息 8 〃

 

※３ 特別利益項目 

 

貸倒引当金 
戻入額

4百万円

※３ 特別利益項目 

 

貸倒引当金
戻入額

3百万円

投資有価証券
売却益

93百万円

※３ 特別利益項目のうち主要なも

の

貸倒引当金 
戻入額

4百万円

関係会社株式 
売却益

97百万円

 

※４ 特別損失項目のうち主要なも

の

固定資産 
除却損

216百万円

※４ 特別損失項目のうち主要なも

の

固定資産
除却損

27百万円

関係会社投資
損失引当金 
繰入額

10百万円

貸倒引当金
繰入額

26百万円

 

※４ 特別損失項目のうち主要なも

の

固定資産
除却損

386百万円

５  減価償却実施額

有形固定資産 998百万円

無形固定資産 9 〃

５  減価償却実施額

有形固定資産 1,090百万円

無形固定資産 10 〃

５  減価償却実施額

有形固定資産 2,081百万円

無形固定資産 20 〃



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 
  

１ 自己株式に関する事項 

   

(変動事由の概要)  

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 
減少数の内訳は、次のとおりであります。 

 
  

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

１ 自己株式に関する事項 

   

(変動事由の概要)  

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 
減少数の内訳は、次のとおりであります。 

 
  

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 自己株式に関する事項 

   

(変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 
減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

 

 
  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 1,396,054 13,729 1,294,385 115,398

単元未満株式の買取りによる増加 13,729株

単元未満株式の買増請求による減少 926株

第１回無担保転換社債型新株予約権付社債行使による減少 1,293,459株

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 119,378 16,464 96 135,746

単元未満株式の買取りによる増加 16,464株

単元未満株式の買取りによる減少 96株

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 1,396,054 18,064 1,294,740 119,378

単元未満株式の買取りによる増加 18,064株

単元未満株式の買取りによる減少 1,281株

第１回無担保転換社債型新株予約権付社債行使による減少 1,293,459株



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンスリース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンスリース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンスリース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

 

取得価額 
相当額 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末 
残高 

相当額 
(百万円)

有形固定資
産その他

60 42 18
（工具器具
備品）

無形固定資
産

272 212 59
（ソフトウ
ェア）

合計 333 255 78

 

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末 
残高 

相当額 
(百万円)

有形固定資
産その他

49 27 21
（工具器具
備品）

無形固定資
産

125 90 35
（ソフトウ
ェア）

合計 175 118 56

 

取得価額 
相当額 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

期末残高 
相当額 

(百万円)

有形固定資
産その他

66 49 16
（工具器具
備品）

無形固定資
産

283 229 53
（ソフトウ
ェア）

合計 349 279 70

  なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高の有形固

定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、「支払利子込み

法」により算定しております。

同左   なお、取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高の有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算

定しております。

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

２ 未経過リース料期末残高相当額

 

１年以内 58百万円

１年超 19 〃

合計 78 〃
 

１年以内 24百万円

１年超 32 〃

合計 56 〃
 

１年以内 43百万円

１年超 27 〃

合計 70 〃

 

  なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料中

間期末残高の有形固定資産の中間

期末残高等に占めるその割合が低

いため、「支払利子込み法」によ

り算定しております。

同左   なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残

高の有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 38百万円

減価償却費相当額 38 〃

支払リース料 29百万円

減価償却費相当額 29 〃

支払リース料 75百万円

減価償却費相当額 75 〃

４ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

  

(前中間会計期間)(平成18年9月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

(当中間会計期間)(平成19年9月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

(前事業年度)(平成19年3月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  



(１株当たり情報) 
  

   

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 813.40円 １株当たり純資産額 824.90円 １株当たり純資産額 824.92円

１株当たり中間純利益 2.56円 １株当たり中間純利益 8.15円 １株当たり当期純利益 9.07円

 

潜在株式調整後１株当た
り中間純利益

2.52円

 

なお、潜在株式調整後１株当たり中
間純利益については、潜在株式が存
在しないため記載しておりません。  

潜在株式調整後１株当た
り当期純利益

9.01円

１株当たり純資産額の算定上の基礎

 中間貸借対照表の純資産の部の合

計額

27,241百万円

 普通株式に係る純資産額

27,241百万円

 普通株式の発行済株式数

33,606千株

 普通株式の自己株式数

115千株

 １株当たり純資産の算定に用いら

れた普通株式の数

33,490千株

１株当たり純資産額の算定上の基礎

 中間貸借対照表の純資産の部の合

計額

27,609百万円

 普通株式に係る純資産額

27,609百万円

 普通株式の発行済株式数

33,606千株

 普通株式の自己株式数

135千株

 １株当たり純資産の算定に用いら

れた普通株式の数

33,470千株

１株当たり純資産額の算定上の基礎

貸借対照表の純資産の合計額

27,623百万円

 普通株式に係る純資産額

27,623百万円

 普通株式の発行済株式数

33,606千株

 普通株式の自己株式数

119千株

 １株当たり純資産の算定に用いら

れた普通株式の数

33,486千株

１株当たり中間純利益の算定上の基

礎

 中間損益計算書上の中間純利益

84百万円

 普通株式に係る中間純利益

84百万円

 普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳

  該当事項はありません。

 普通株式の期中平均株式数

33,056千株

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益の算定上の基礎

 潜在株式調整後１株当たり中間純

利益の算定に用いられた中間純利

益調整額の主要な内訳

  該当事項はありません。

 潜在株式調整後１株当たり中間純

利益の算定に用いられた普通株式

増加数の主要な内訳

 転換社債型新株予約権付社債

2,000百万円

 普通株式増加数

475,055株

 希薄化効果を有しないため、潜在

株式調整後１株当たり中間純利益

の算定に含まれなかった潜在株式

の概要

  該当事項はありません。

１株当たり中間純利益の算定上の基

礎

 中間損益計算書上の中間純利益

272百万円

 普通株式に係る中間純利益

272百万円

 普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳

  該当事項はありません。

 普通株式の期中平均株式数

33,477千株

─────────

１株当たり当期純利益の算定上の基

礎

 損益計算書上の当期純利益

301百万円

 普通株式に係る当期純利益

301百万円

 普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳

  該当事項はありません。

 普通株式の期中平均株式数

33,190千株

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益の算定上の基礎

 潜在株式調整後１株当たり当期純

利益の算定に用いられた当期純利

益調整額の主要な内訳

  該当事項はありません。

 潜在株式調整後１株当たり当期純

利益の算定に用いられた普通株式

増加数の主要な内訳

 転換社債型新株予約権付社債

2,000百万円

 普通株式増加数

238,178株

 希薄化効果を有しないため、潜在

株式調整後１株当たり当期純利益

の算定に含まれなかった潜在株式

の概要

  該当事項はありません。



(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

第104期（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）中間配当金については、平成19年11月16日開

催の取締役会において、平成19年９月30日の最終株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に

対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。 

① 中間配当金の総額                100百万円 

② １株当たり中間配当金               3円00銭 

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日  平成19年12月11日 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第103期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)平成19年６月27日関東財務局長に

提出 

(2) 有価証券報告書の訂正報告書 

事業年度 第103期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)有価証券報告書の訂正報告書を平

成19年９月20日関東財務局長に提出 



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月18日

昭和飛行機工業株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

 

 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている昭和飛行機工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会

計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対

照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書につい

て中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、昭和飛行機工業株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキ

ャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

（セグメント情報）の事業の種類別セグメント情報(注)３に記載されているとおり、会社は当中間連結

会計期間より営業費用の各セグメントへの配賦方法を変更した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上

  

聖橋監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  平  山     昇  ㊞

 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  坂  本     一  ㊞

 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  齋  藤  邦  夫  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成19年12月18日

昭和飛行機工業株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

 

 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている昭和飛行機工業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の

中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間

連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計

算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、昭和飛行機工業株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上

  

聖橋監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  平  山     昇  ㊞

 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  齋  藤  邦  夫  ㊞

 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  濵  田     尊  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月18日

昭和飛行機工業株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

 

 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている昭和飛行機工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第103期事業年度の中間会

計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中

間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、昭和飛行機工業株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中

間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

聖橋監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  平  山     昇  ㊞

 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  坂  本     一  ㊞

 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  齋  藤  邦  夫  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。

 



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成19年12月18日

昭和飛行機工業株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

 

 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている昭和飛行機工業株式会社の平成19年４月1日から平成20年３月31日までの第104期事業年度

の中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借

対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、昭和飛行機工業株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中

間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示している

ものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

聖橋監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  平  山     昇  ㊞

 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  齋  藤  邦  夫  ㊞

 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  濵  田     尊  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。
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